
111名城論叢　2022 年 3 月

  はじめに 

 　 従 業 員 エ ン ゲ ー ジ メ ン ト（Employee 
Engagement：EE）やワーク・エンゲージメ
ント（Work Engagement：WE）が実務並び
に 学 問 と し て の 人 的 資 源 管 理（Human 
Resource Management：HRM）において注目
を集めるようになって既に 20 年前後，エンゲー
ジメント概念構築の基盤となった研究が発表さ
れてからは 30 年前後の歳月が流れている。こ
の間に英国では 2010 年前後当時の労働党政権
が，生産性や国際競争力向上の策として従業員
エンゲージメントに関心を寄せ，エンゲージメ
ント促進が英国経済にもたらす意義を説く報告

書（以下，MacLeod & Clarke 報告書） （1） が刊
行されると同時に，ウェブページやブログの開
設，多数の専門研究グループ（special interest 
group）結成，一連の巡回説明会や協議会の開
催など具体的な促進策が実施されもした （2） 。こ
のように，エンゲージメントは一国の政策とし
てもクローズアップされるに至ったのである。
エンゲージメントをめぐる欧米での動きから遅
れたとはいえ，日本でも 2010 年代以降影響力
のある著作が翻訳されるなど関心を集めるよう
になり，近年では行政機関たる厚生労働省の白
書や最も有力な財界団体である日本経済団体連
合会（経団連）の報告書において取り上げられ
るほどにその存在感は増している。 
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 　その一方で，日本の EE 度数は国際比較する
と，相対的に低いという認識が定着しつつあ
る。巷間指摘されるように，EE が生産性・品
質向上，売上高増大，顧客満足および顧客ロイ
ヤリティ増大，人材定着の促進を介し，最終的
に企業価値の増大に資するというのであれば，
こうした現状を放置しておくことは賢明とはい
えない。そこで，そもそも何故日本人従業員の
EE 度数は低いのか，そして EE 向上を図るた
めどのような HRM を志向するべきかについて
考察することが本稿の目的となる。以上の研究
目的を遂行するため，有力な所論に加え，敢え
て EE や WE を批判的に捉えている見解にも
着目することにしたい。こうした論者たちは，
エンゲージメント並びにその涵養を試みる施策
の何を問題視しているのか。これを明らかにす
ることで，圧倒的な多数派を占める EE および
WE の肯定論者が述べるような企業と従業員双
方にとって得るところのあるエンゲージメント
実現のための課題を明らかにできるだろう。こ
うして析出できた諸課題は，低調であるとされ
る日本人従業員のエンゲージメント度数を向上
させるための，重要な手がかりとなるはずであ
る。 

 Ⅰ　従業員エンゲージメントをめぐる我
が国の動向 

 1．我が国における従業員エンゲージメントへ
の関心の高まり 

 　欧米と同様，我が国でも各種コンサルタント
らが実務領域における EE 概念普及やその向上
策推進に大きな役割を果たしており，彼らの手
によりエンゲージメント向上のためのノウハウ
を説く書籍が刊行され続けている （3） 。他方，学
界では心理学領域の研究者による WE 概念の
紹介を皮切りとして，WE の実証的研究が精力
的に進められている （4） 。これを追うようにして，

HRM 論領域の研究者がエンゲージメントを研
究の俎上に載せ，研究成果が蓄積されつつある
という構図も欧米と共通しているといえよう （5） 。 
 　ところで，本稿では特に断りがない限り，エ
ンゲージメントについて EE と表記し，この
EE 概念に WE 概念が含まれるものとして考察
を進めていくこととする。WE 研究に従事する
論者から，コンサルタントによって主導された
EE が厳密な学術的検証に耐えられるものであ
るのかという疑問，あるいは結局のところ EE
はモチベーション，職務満足，プロアクティ
ブ・パーソナリティ（proactive personality），
職務関与（job involvement），組織市民行動，
組織コミットメント，役割外行動等，既存の概
念を寄せ集めた「新しい瓶の中の古いワイン」

（old wine in new bottles：外見は新しいが中
身は古い物という意）に過ぎないといった批判
が寄せられていることは承知している （6） 。しか
し な が ら，WE は， 活 力（vigor）， 熱 意

（dedication），没頭（absorption）という態度
的，心理的，状態的，あるいは特性的なエン
ゲージメントにとどまる概念である。これに対
して，EE は，そうした態度的なエンゲージメ
ントに加え，組織市民行動，適応的行動，役割
外行動等から構成される行動的エンゲージメン
トをも網羅したより広範な概念である。HRM
研究の観点からすれば，エンゲージした（ある
いは逆にディスエンゲージした）従業員がどの
ような行動を取るのかは重大な関心事項となら
ざるを得ない。これが，本稿が EE にこだわる
第 1 の理由である。第 2 の理由は，本稿が WE
と EE 双方に対する批判的見解についての考察
を意図していることである。エンゲージメント
概念全般に対する批判を吟味するためには，よ
り網羅的な EE 概念を検討対象にすることが理
にかなっているだろう。 
 　いずれにせよ，上述の通りコンサルタント業
界や心理学分野において注目されるようになっ
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た EE であるが，その存在感は益々高まってい
き，今や政府や財界団体からも関心を寄せられ
ている。具体的に，厚生労働省が公表する白書

『労働経済の分析』（以下『経済分析』）の平成
30 年（2018 年）版そして令和元年（2019 年）
版で WE が，一方，労使関係および人事労務
管理に係る経団連の基本方針を示す『経営労務
政策特別委員会報告』（以下『委員会報告』）の
2020 年版，2021 年版では EE （7） について言及さ
れている。 
 　前者の『経済分析』について概観しておけば，
2018 年版ではコラム欄において簡単に WE 概
念を紹介する程度であったが，2019 年版では
第Ⅱ部の第 3 章（ページ数にして 94 ページ）
全体をその解説と推奨に充てる熱の入れようで
ある。具体的に，『経済分析』2019 年版第 3 章
は「『働きがい』をもって働くことのできる環
境の実現に向けて」という章タイトルを冠して
いる。そして，このタイトル中の「働きがい」
を客観的に把握する指標として WE が採用さ
れる。序盤の第 1 節第 1 項と 2 項において，主
に島津氏らの業績に依拠しながら WE 概念に
ついて説明し，働く者の健康増進と仕事のパ
フォーマンス向上の同時実現に向け着目すべき
有用な概念と位置づけられるのである。続く，
第 3 項以降，（独）労働政策研究・研修機構

（JILPT）が 2019 年に実施した「人手不足等を
めぐる現状と働き方等に関する調査」を活用
し，日本における WE をスコア化することで，

「働きがい」すなわち WE の現状把握と「働き
がい」をもって働ける環境すなわち WE 向上
の実現に向けた諸課題の析出が試みられている。 
 　JILPT 調査によって得られたデータを用い
ての，この実証研究こそが同白書による最大の
貢献といえよう。すなわち，第 1 に，逆方向の
因果関係が存在する可能性を留保しているとは
いえ，WE が，組織コミットメントと新入社員
定着率の向上，従業員離職率低下，他の従業員

に対する積極的支援増大，顧客満足度上昇と
いったアウトカムと正の相関関係を有している
こと，企業の労働生産性向上につながる可能
性，仕事中の過度なストレスや疲労を感じる度
合いを低下させる可能性，より長い職業人生を
志向させる可能性などなど，WE 向上がもたら
す諸々のメリットを検証している （8） 。第 2 に，
WE 向上の可能性を有する要因として，①仕事
を通じた成長実感や自己効力感等の認識を持つ
ことのできる職場環境整備，②公正な人事評
価，業務遂行上の裁量権拡大，優秀な人材の抜
擢・登用，能力・成果等に見合った報酬，復職
支援，ワーク・ライフ・バランス（WLB）推進，
メンター制度，キャリアコンサルティング，人
材育成方針の明確化等々，先進的な HRM の実
施を列挙している （9） 。第 3 に，第 2 の職場内に
おける要因にとどまらず，③活力やポジティブ
な心理状態（心理的資本）を回復させるような
休み方（リカバリー経験）の実現，そして④仕
事と余暇時間の境目をマネジメントする能力

（バウンダリー・マネジメント）の涵養をも
WE 促進要因として捉えている （10） 。以上を要
すれば，①～④の取り組みを進めていくことで
WE 向上を図っていくことが同白書の見出した
課題であり，そしてまた提言となる。このよう
に，白書を通じて，具体的かつ詳細に WE 向
上策が推奨されている事実は，今やエンゲージ
メント向上が政策的課題として位置づけられて
いることを物語っている。 
 　他方，後者の『委員会報告』は，2020 年版
に「Society 5.0 時代を切り拓くエンゲージメン
トと価値創造力の向上」，2021 年版に「エンゲー
ジメントを高めてウィズコロナ時代を乗り越
え，Society 5.0 の実現を目指す」とのサブタイ
トルを付している。同報告者は，「働き手にとっ
て組織目標の達成と自らの成長の方向が一致
し，仕事へのやりがい・働きがいを感じる中
で，組織や仕事に主体的に貢献する意欲や姿勢
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を表す概念 （11） 」と EE を定義しているのだが，
その向上に対して経団連が抱く期待の大きさが
窺えよう。実際にも，狩猟社会（Society 1.0），
農耕社会（Society 2.0），工業社会（Society 
3.0），情報社会（Society 4.0）に続く，「サイバー
空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）
を高度に融合させたシステムにより，経済発展
と社会的課題の解決を両立する，人間中心の社
会 （12） 」（Society 5.0）を実現するためには，イ
ンプット（労働投入）の効率化を進めると同時
に，エンゲージメント向上を通じたアウトプッ
ト（付加価値）の最大化に注力することが重要
であるとの認識が示されている （13） 。そのうえ
で，具体的な EE 向上策として「働きがいを高
める施策」と「働きやすさを高める施策」の 2
タイプの取り組みを提言している （14） 。前者は

「企業理念・事業目的の働き手との共有（SDGs
の達成，地域への貢献等）」，「自主的・主体的
な業務遂行力」，「働き手の自律的なキャリア形
成支援（社内公募制やキャリア面談の実施，デ
ジタルスキル・リテラシーの向上支援，リカレ
ント教育の推進等）」，「公正な人事・賃金制度
の構築」，「『自社型』雇用システム（ジョブ型
雇用の活用等）」」の 5 施策から構成されている。
後者は「場所・時間にとらわれない働き方（テ
レワーク，フレックスタイム制，裁量労働制の
活用等），「ダイバーシティ＆インクルージョン
の推進」，「安全・安心，健康の確保（長時間・
過労防止等）」，「育児・介護・病気治療と仕事
の両立支援」，「AI やロボティクスなどデジタ
ル技術の活用」の 5 施策から構成されている。
先進的な HRM の実施を重視する姿勢が明確で
あり，この点は厚生労働省の『経済分析』と共
通するところだが，企業理念・事業目的の労使
共有や AI，ロボティクスといった最先端デジ
タル技術の活用までも EE 向上策に網羅してい
るのは，財界団体らしい見解とみなせよう。 
 　以上，厚生労働省所管の白書と経団連刊行の

報告書についてやや立ち入って分析した。厚生
労働省と経団連双方が，EE 向上の必要性を説
き，そのための具体策を推奨している事実が確
認できた。本章冒頭で触れたコンサルタント業
界や学界の動向も併せ，今や我が国において
EE 向上は産官学共通の課題となっていると
いって過言ではない。しかしながら，次に見る
ように，我が国における EE 度数は国際比較す
ると極めて低調なのである。したがって，産官
学挙げた EE 向上の熱心な呼びかけは，危機感
の裏返しと見るのが妥当なのかもしれない。 

 2．我が国における従業員エンゲージメントの
現状 

 　上述のような関心の高まりとは裏腹に，多く
の EE 調査結果が示すところでは，日本人の
EE 度数は国際的に見て低い。それらの中で
も，最も知られているのが，米国の世論調査並
びに人材コンサルタント企業 Gallup 社による
EE 調査であろう。日本経済新聞は，その結果
を，日本において「エンゲージした」社員（こ
れを「熱意あふれる」社員と表現）の割合が僅
か 6％であり，米国の 32％と比べて大幅に低
く，そして調査対象国 139 カ国中 132 位と最下
位クラスであったと報道した。他方で，企業内
に諸問題を生む「積極的にディスエンゲージし
た（actively disengage）」社員（これを「周囲
に不満をまき散らしている無気力な」社員と表
現）の割合は 24％，「エンゲージしていない」
社員（これを「やる気のない」社員と表現）の
割合は 70％に達したと伝えたのである （15） 。こ
れらの調査結果は速報値であったのか，同年
12 月に Gallup Press から刊行された調査報告
書を確認したところ，些細ではあるが報道内容
との違いが見出されたので補足しておこう。同
報告書によれば，日本の「エンゲージした」社
員割合，「エンゲージしていない」社員割合，「積
極的にディスエンゲージした」社員割合は，そ
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れぞれ，6％，71％，23％となっている。また，
6％という「エンゲージした」社員割合は，中国，
フランス，スペインとともに，下から 2 番目の
グループを形成しており，敢えて順位をつける
なら 140 カ国中 133 ― 136 位に位置する。逆に，
71％という「エンゲージしていない」社員割合
は，8 番目に高いグループに属し，140 カ国中
の 21 ― 29 位に位置する。最後に，「積極的にディ
スエンゲージした」社員割合 23％は，7 番目に
高いグループに属し，140 カ国中の 19 ― 23 位に
該当する （16） 。「エンゲージした」社員割合は最
下位に近く，「エンゲージしていない」，「積極
的にディスエンゲージした」社員割合は相対的
に高いという，散々たる結果であることがわか
る。 
 　ユトレヒト・ワーク・エンゲージメント尺度
の短縮版を用いた，島津らの WE 得点国際比
較でも，日本は 16 カ国中で群を抜いての最下
位である （17） 。その他，米国の人事コンサルティ
ング会社 KeneXa High Performance Institute
による世界 28 カ国を対象とした EE 調査
で （18） ，同じく，コンサルタント会社 Mercer に
よる世界 22 カ国 12,500 名の従業員を対象とし
た EE 調査でも日本は最下位 （19） ，ヨーロッパの
従 業 員 お よ び EE 調 査 会 社 Effectory 
International の「グローバル従業員エンゲージ
メント指数スコア」調査結果（2021 年 12 月時
点）でも，世界平均 7.3，アジア平均 7.1 のと
ころ，日本のスコアは 6.0 で世界最下位となっ
ている （20） 。 
 　もちろん，こうした結果については，集団の
調和を重視してポジティブな感情や態度の表出
を抑制しがちな，あるいはまた，そうしたポジ
ティブな感情を自身に帰することに違和感を覚
え，それら感情についての質問に対して低い評
価を下すといった，日本人の特質，すなわち文
化的要因を考慮する必要があるだろう （21） 。し
かしながら，日本の EE レベルは，西欧諸国の

みならず，集団主義が強い国々と比較しても低
いことを踏まえれば，文化的要因だけで EE を
めぐる日本の現状は説明できない （22） 。調査を
行う側も，上記のような日本人の特質を考慮
し，周囲の目を意識せずに，仕事に対する自身
の姿勢や思いを率直に回答するよう調査対象者
に注意するはずである。とすれば，低いとされ
る日本人の EE には，そうした結果をもたら
す，職場環境や HRM を中心としたマネジメン
トの影響が存在すると考えるのが自然であろ
う。その手がかりを得るべく，以下の 2 つの章
において EE に関するいくつかの所説を取り上
げることとする。Ⅱ章で，まず EE 向上を推奨
する論者らによって提唱された所論を，続くⅢ
章で，EE を懐疑的に捉える論者らの批判的見
解を検討したい。 

 Ⅱ　有力な 3つの所論 

 　ここでは，先に確認した，日本の低い EE 水
準の背景とそこからの脱却を図るために示唆を
与えてくれると考えられる 3 つの所論，すなわ
ち「仕事の要求 ― 資源モデル」と「リカバリー
経験」，「促進要因としての従業員による発言機
会」，「心理的安全性」を概観していく。 

 1．仕事の要求度 ― 資源モデルとリカバリー経験 
 　図 1 で示されている仕事の要求度 ― 資源モデ
ル（Job Demands-Resources Model：JD-R モ
デル）は，Demerouti（Evangelia Demerouti）
らによって提唱され，今や WE 研究者の間で
広く支持されている有力な見解である。まず「仕
事の要求度」とは，「肉体的または精神的な努
力を持続的に必要とし，そのために特定の身体
的および心理的なコスト（疲労など）を伴う，
仕事の物理的，社会的，組織的な側面 （23） 」を
指す。具体的には，業務遂行に伴うプレッ
シャー，情緒的・精神的・肉体的負担，役割の
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曖昧さ・過重，物理的に有害な労働環境等がこ
れに該当する。これら仕事の要求度が，自身の
適応能力を超えると，従業員は精神的なストレ
スを引き起こす可能性があるとされる （24） 。 
 　次に，「仕事の資源」とは「（a）仕事の要求
とそれに伴う生理的・心理的コストを軽減し，

（b）仕事の目標を達成するうえで有効に機能
し，（c）個人の成長，学習，発達を刺激するよ
うな仕事の物理的，心理的，社会的，組織的な
側面 （25） 」を指す。具体的には，仕事における
自律性，自身のパフォーマンスに対するフィー
ドバック，技能の多様性，ソーシャル・サポー
ト（上司や同僚からの支援），上司によるコー
チング，良い労働条件（恵まれた賃金，雇用の
安定性），役割の明確さ，意思決定への参加機
会，キャリア開発の機会等が仕事の資源に含ま
れる。 
 　最後に，「個人の資源」とは，通常レジリエ
ンス（困難な状況やストレスに対応できる，復
元力，回復力，弾力）と結びつく自己の側面で

あり，自分の環境をうまくコントロールし，影
響を与えることができるという個人の感覚を意
味する （26） 。具体的には，楽観性，自己効力感，
レジリエンス，自尊心といった心理状態を指
す。これらは，開発可能な資源であり，仕事の
パフォーマンスを高めるために  管理ができるも
のとみなされている （27） 。 
 　JD-R モデルにおける，以上 3 つの構成概念
間の相互関係並びに，WE との関係について確
認しよう。仕事の資源に関する定義（a）から
も明らかなように，仕事の資源は仕事の要求度
と負の相関関係にあるとされる。また，高い仕
事の要求度はバーンアウト，健康問題，離職と
いった負の組織的アウトカムをもたらす可能性
を有している （28） 。同時に，仕事の要求度が高
く，仕事の資源が制限されている場合に，職務
ストレスが生じるが，これとは対照的に（仕事
の要求度が高い場合であっても）仕事の資源が
豊富な際には，WE やモチベーションが高めら
れる可能性がある （29） 。WE との関係について

図 1　ワーク・エンゲージメントの仕事の要求度―資源モデル
出所： Bakker & Demerouti（2007, 2008）および Bakker & Leiter, eds.（2010）を参考に筆者

作成
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さらに述べれば，仕事の資源は，仕事の要求の
緩衝材になるだけではなく，むしろ仕事の要求
度が高い際に，エンゲージメントを押し上げる
作用が確認されている （30） 。次に，個人の資源
は，仕事の資源から WE および疲労低減への
影響を媒介する （31） だけではなく，両資源は相
互に強化し合う関係にあると考えられてい
る （32） 。WE が，組織の業績向上に資するとさ
れていることは，既に多くの先行研究で検証さ
れているためこれ以上立ち入ることは控え
る （33） 。むしろ，ここで言及すべきは，仕事の
資源並びに個人の資源と WE との間に存在す
る「獲得のスパイラル」であろう。これは，構
成概念同士，すなわち仕事の資源，個人の資源，
WE が，お互いにポジティブに影響し合い増幅
していくというループを意味する （34） 。例えば，
上司からの的確なフィードバックや同僚からの
支援が得られること（仕事の資源付与）によっ
て WE が向上した従業員が，業務目標を遂行
しようという意欲を高め精力的にさらなる仕事
の資源を探索し，それを得られることで目標を
達成できるという信念を高める（個人の資源の
増大）。このような互恵的関係が成立するとい
うことである。こうした好循環を実現できるか
否かは，ＷＥ向上とそれを通じた企業競争力強
化に少なからぬ影響をもたらすであろう。 
 　他方，仕事以外の要因を重要な資源の一つと
して，あるいはストレスによって損なわれた仕
事の資源や個人の資源を取り戻す契機としてリ
カバリー経験を JD-R モデルに付加する興味深
い見解が見受けられる （35） 。ここで，リカバリー
とは，ストレスフルな体験の中で必要とされる
個々の機能システムが，ストレスを受ける以前
のレベルに戻る過程を意味する （36） 。この過程
を経験することが，リカバリー経験に他ならな
いのだが，それによって，損なわれていた心的
状態（mood）や行動の前提条件を回復させる
結果となり，多くの場合，生理学的な緊張指標

の減少にも反映されるのだという （37） 。 
 　リカバリー経験，すなわち余暇中における仕
事からの解放は，「心理的距離」（psychological 
detachment），「リラックス」（relaxation），「熟
達」（mastery），「コントロール」（control）の
4 つの尺度から構成される。心理的距離は，物
理的にも心理的にも仕事から離れており，それ
に関することを考えない（あるいは忘れる）状
態を指す。リラックスは，心身の活動量を減ら
しつつ，心身のリラックスを目的とした諸活動
を行う（リラックスできることをする）状態を
指す。熟達は，余暇中に仕事以外の領域でチャ
レンジングな経験をし，あるいは学習機会を持
つことを指す（自分の視野が広がることをす
る）。最後に，コントロールは，余暇時間に何を，
いつ，どのように行うのかについて自身で決定
できる（自分のスケジュールは自分で決める）
状態を指す （38） 。このように，仕事の資源，個
人の資源の回復，ひいては WE 向上という文
脈から，良質な余暇の過ごし方への配慮を企業
側に意識させるリカバリー経験概念は，職場に
おける HRM だけで EE を追求することの限界
を改めて示しており，傾聴に値しよう。 
 　以上を要すれば，仕事の要求度をしっかりと
把握，統制しながら，仕事の資源と個人の資源
の充実化を図ることで（そのためには従業員に
リカバリー経験をさせることも肝要）WE 向上
を目指すべきである。こうすることで，WE 度
合いが高まれば，さらに両資源の獲得が進んで
いき，業績にも良い影響を及ぼす。これが
JD-R モデルからの示唆となる。 

 2．促進要因としての従業員による発言機会 
 　EE を促進する要因として，従業員の発言

（employee voice）機会を挙げることに違和感
を覚えるかもしれない。しかしながら，英国の
学界では，EE と発言機会との関係性に着目す
る議論が広く定着している。これは，本稿の「は
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じめに」で紹介した MacLeod & Clarke 報告
書において，発言機会が EE に一役買っている
のではないかとの認識が示されたことが端緒に
なっているものとされる （39） 。同報告書は，多
様な事例研究と概念的考察を踏まえ，「リーダー
シップ」，「エンゲージしているマネージャー」

（Engaging Managers），「発言」，「誠実さ」
（Integrity），の 4 つをエンゲージメントの促進
要因（enablers）として列挙しているのである。 
 　各々の促進要因を簡潔に確認しておこう。ま
ずリーダーシップは，あらゆるレベルのマネー
ジャーと従業員が広く所有し，コミットする強
力な戦略的物語（narrative）を提供する。こ
こでいう物語とは，組織の目的が何であるか，
なぜそのような幅広いビジョンを持っているの
か，そして個人がその目的にどのように貢献し
ているのかを明確に表現したものである。こう
して，従業員が自分の仕事と組織のビジョンや
目的を見通すことができるような，強固で透明
性の高い，明確な組織文化が確保されるのだと
いう。次に，エンゲージしているマネージャー
は，こうした組織文化の中心に位置し，明確な
説明を行い，従業員の努力と貢献を評価し，従
業員を個人として扱い，仕事が効率的かつ効果
的に体系化されるよう努める。これによって，
自分は大切にされているとの意識を従業員に抱
かせ，彼らから仕事を遂行するための能力とサ
ポートを得ることができるものとされる。発言
については，従業員の意見が求められ，耳を傾
けられるような効果的で権限を与えられた発言
機会によって，従業員は自分たちの意見が重要
であり，変化をもたらすものであることを理解
する。こうして，従業員は発言し，必要に応じ
て異議を唱えるようになり，効果的なコミュニ
ケーションにより，組織全体に「聞く」「対応
する」という強い意識が浸透することになるの
だという。最後に，誠実については，組織全体
での行動が，表明された価値観と一致してお

り，支持された行動規範が守られていると従業
員が信じることで，信頼と誠実の感覚がもたら
されることになるとされる。 （40） 。 
　同報告書は，以上のように，発言機会を EE
の促進要因と位置づけたうえで，多数の事例研
究を引き合いに出し，従業員の意見に耳を傾け
ることの重要性とその効用を強調するととも
に，そうした姿勢を示す上級管理者が少ない実
態を紹介し警鐘を鳴らしている （41） 。こうして
従業員の発言機会確保の必要性を説くだけにと
ど ま ら ず， 同 報 告 者 は， 独 立 し た 発 言

（independent voice），すなわち真正な従業員
による発言の必要性を指摘し，次のような見解
を紹介している。「従業員が建設的にエンゲー
ジし，自主的に努力をするためには，自分の意
見を使用者に伝える機会が与えられ，そしてま
た行動には移さないまでも，少なくとも自分の
意見を聞いてもらえることが保障される必要が
ある。マネージャーと従業員の個別の関わりは
重要であるが，従業員と使用者の間に必要な信
頼関係を構築するために，従業員は独立した集
団代表を通じて意見を表明することを許可さ
れ，奨励されるべきである （42） 」。同報告書にお
いて「従業員が組織の目標と価値観にコミット
し，組織の成功に貢献することに意欲を持ち，
同時に自分自身のウェルビーイングを高めるこ
とができるように設計された職場のアプロー
チ （43） 」と定義づけられた EE を促進するに当
たって，従業員の発言機会，しかも企業から独
立した，従業員自身による自由な集団的発言機
会を保障することを求めているのである。こう
して集団的発言の伝達を担う，職場代表（労働
組合と非組合型従業員代表の双方）の役割に焦
点が当てられることになる。これについて，従
来，労働組合が，組合組織を通じた労使間コ
ミュニケーションを脅かすのではないかと EE
に対して警戒心を示してきた事実が率直に示さ
れている。しかしながら，同時に，従業員に「良
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い仕事」を提供するという利点に加え，最高の
働き方をすることで生産性を向上させるという
観点からも，真の従業員エンゲージメントを得
ることが重要であるとする労働組合会議

（Trades Union Congress）の見解や，組合の
存在が EE 促進に資することを裏付ける調査結
果が紹介されている。他方の非組合型従業員代
表については，現状必ずしも有効に機能してい
るとは評価できないものの，少なくとも従業員
数 50 人以上の企業を対象に労働者への情報提
供と労働者との協議を義務づけた「情報と協議」

（Information and Consultation）指令の適用や
労働組合組織率と団体交渉範囲の低下を背景
に，今後益々存在感を高めていくとしている。
こうした，労働組合，非組合型従業員代表双方
による従業員代表を通した間接的な参加

（participation） と， 直 接 的 な 従 業 員 関 与
（employee involvement）が調和されることで，
EE 促進は最適な結果が得られる。これが，従
業員による発言機会と EE との関係に対する同
報告書の結論的な見解である （44） 。
 　コンサルタントや心理学研究者によって牽引
されてきた EE 研究にあって，従業員による発
言，しかも独立した発言機会の確保を図ること
が建設的な EE を実現するために不可欠とする
以上のような主張は斬新であろう。そして，こ
のような着眼点は，EE 研究と労使関係研究，
HRM 研究を架橋するという意味でも意義深
い。残念ながら，EE に対するこうしたアプロー
チを用いているのはこれまでのところ英国の
HRM 研究者に限られているようである。英国
における HRM 研究の懐の深さを改めて認識さ
せられるのである。 

 3．心理的安全性 
 　心理的安全性（Psychological Safety）は，我
が国においても近年急速に関心を集めつつある心
理学領域の概念である。同概念の提唱者とみな

されているEdmondson（Amy C. Edmondson）
は，それを「みんなが気兼ねなく意見を述べるこ
とができ，自分らしくいられる文化 （45） 」あるいは

「対人関係のリスクを取っても安全だと信じられ
る職場環境 （46） 」と定義している。そしてまた，
Edmondsonはこの心理的安全性が EE 促進の鍵
だとする見解を示しているのである。 
 　そもそも，エンゲージメント研究の祖とされ
て い る 組 織 行 動 論 学 者 Kahn（William A. 
Kahn）が，その代表的研究において心理的安
全性の重要性を説いており，Edmondson も研
究の着想の一部をそこから得たとしている （47） 。
そ の Kahn は， 心 理 的 意 味（Psychological 
Meaningfulness），心理的安全性，心理的可用
性（Psychological Availability）の 3 つの心理
状態が EE（Kahn は個人的エンゲージメント
と呼称）促進の条件になることを検証した。こ
こで，心理的意味は，役割遂行への自身の投資
からリターンを得ているという感覚を意味す
る。続く，心理的安全性は，自己イメージ，地
位，キャリアへの悪影響を恐れることなく，自
己を表現し全力を傾けることができるという感
覚を意味する。最後の，心理的可用性は役割遂
行に必要な物理的，感情的，心理的資源を所有
しているという感覚を意味する （48） 。以上の
Kahn による研究に触発された Edmondson
は，自身の著作“The Fearless Organization”
第 2 章 4 節に「心理的安全性を得ている従業員
は，エンゲージしている従業員である」という
タイトルを付け，心理的安全性こそが EE の前
提となるとの確信を披瀝している。その根拠と
なっているのは，彼女がサーベイした心理的安
全性と EE の建設的関係を裏付ける一群の研究
論文である。もっとも，心理的安全性と EE が
何故に正の相関関係となるのかその根拠は明確
に示されていないが，上述した JD-R モデルを
想起すれば次のような関係性を導き出せるだろ
う。自身の考えや疑問を同僚に対し気兼ねなく
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率直に発言できる環境，すなわち心理的安全性
の高い職場ほど，自らのパフォーマンスに対す
るフィードバック，ソーシャル・サポート，上
司によるコーチングは得られやすい。同時に，
立場にかかわらず自由闊達に意見交換できる環
境は，自身のアイディアが評価されることを通
して自己効力感や自尊心を高めるチャンスが多
い。もちろん，批判されることもあり得るが，
そのことが人格否定や自己否定にはつながらな
い。むしろ，失敗経験がレジリエンスを強化す
る契機になるかもしれない。要するに，高い心
理的安全性は，JD-R モデルにおける仕事の資
源や個人の資源の獲得が容易な環境であること
を意味していると考えられるのである。 
 　それでは，どのようにして心理的安全性を構
築するのか。Edmondson は，そのためにリー
ダーが果たすべき務めとして（1）土台をつくる，

（2）参加を求める，（3）生産的に対応する，以
上の 3 点を挙げている。今少し，踏み込んで述
べれば，（1）は，①仕事をフレーミングする（失
敗，不確実性，相互依存を当たり前とし，率直
な発言の必要性を明確にする），②目的を際立
たせる（説得力のある目的を明確に伝え，人々
の意欲を高める）ことから構成される。（2）は，
③状況的謙虚さを示す（自分が完璧でないこと
を認める），④探求的な質問をする（よい質問
をする，集中して「聴く」手本を示す），⑤仕
組みとプロセスを確立する（意見を募るための
フォーラムを設ける，ディスカッションのため
のガイドラインを示す）ことから構成される。

（3）は，⑥感謝を表す（耳を傾ける，受け容れ，
感謝する），⑦失敗を恥ずかしいものではない
とする（未来に目を向ける，支援を申し出る，
次のステップについて話し合い，熟慮し，ブ
レーンストーミングする），⑧明らかな違反に
制裁措置をとる（違反行為の明確化と周知，将
来を見据えた違反への厳格な対応）ことから構
成される （49） 。 

 　（2）参加を求めるについて補足しておけば，
Edmondson は，全国炭鉱労働組合と南アフリ
カ鉱物・エネルギー省の協力を仰ぎながら作業
の安全性確保に取り組んだアングロ・アメリカ
ン社 CEO の取り組みを引き合いに出し，皆が
率直に発言できる職場を実現する究極的条件と
して，そうした環境を複数のステークホルダー
が共同でつくり，育んでいくことを指摘してい
る （50） 。多様な主体による参加や発言の必要性
を考えさせる指摘である。 

 Ⅲ　従業員エンゲージメントに対する批
判的諸見解 

 　Ⅰ章では，日本において産官学を挙げて EE
向上の必要性が叫ばれている実状を，そして続
くⅡ章では EE 研究のうち示唆的と思われる所
論を概観した。繰り返しになるが，コンサルタ
ント業界と心理学領域（あるいは組織行動論）
によって先導されてきた EE 論は，当然のこと
ながら EE 推奨を是としている。確かに，従業
員が，活力，熱意を抱き，仕事に没頭し，組織
市民行動，適応的行動，役割外行動を取り，そ
れが生産性や品質の向上等につながるのであれ
ば，労使双方にとって望ましいことは論を俟た
ない。まさに EE 推進は「ごもっともなこと」

（motherhood and apple）の典型といえよう （51） 。
しかしながら，EE 研究の蓄積が進むと，英国
の HRM 学界では EE を批判的に捉える論者が
見受けられるようになった。彼らは EE 並びに
従来の EE 研究のどこにどのような懸念や疑念
を抱いているのかを確認しよう。その際，便宜
的に，批判的見解をトラディショナルな批判，
概念定義や調査・研究アプローチに対する批
判，高度エンゲージメント礼賛／過度なエン
ゲージメント批判の 3 つに分類することとする。 
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 1．トラディショナルな批判 
 　ここで述べるトラディショナルな批判とは，
かつて一世を風靡した，労働の人間化やその文
脈で注目を浴びた従業員の参加／関与に向けら
れた批判を指している。先述したように，英国
において影響力を有した報告書において，直接
的関与と間接的な参加を含んだ従業員による発
言機会が EE の促進要因として位置づけられた
ことから，EE についても同様に批判的に捉え
る声が上がるようになった。そもそも，このト
ラディショナルな批判を展開する論者は少なく
とも以下の 2 つの認識を共有している。第 1 に，
あらゆる参加／関与は，経営者が何らかの脅威
にさらされた際に導入が試みられる存在に過ぎ
ないという認識である （52） 。第 2 に，参加／関
与が，単元主義的準拠枠（unitarist frame of 
reference）に基づいているという認識であ
る （53） 。これについては多少の補足が必要であ
ろう。単元主義的準拠枠とは，社会学者 Fox

（Alan Fox）の労使関係区分 （54） の 1 形態である。
労使は共通の利益や価値観を有するという仮定
のもと，階層的に導かれる組織において経営者
と個々の従業員の関係構築を重視する労使関係
観である。したがって，相互利益を前提に，従
業員に建設的な発言を促す参加／関与と親和性
が高い一方で，この準拠枠のもとでは労働組合
による献身的行為が，企業内の調和を混乱させ
る無用な押しつけとみなされることになる （55） 。
なお，この単元主義的準拠枠と対照をなすのが
多 元 主 義 的 準 拠 枠（pluralist frame of 
reference）である。この準拠枠は労使間の利
害対立の必然性を前提としている。それ故に，
独立した労働組合との団体交渉が望ましいメカ
ニズムであるとされる一方で，参加／関与は団
体交渉とゼロサム関係にあるものとみなされ
る （56） 。断るまでもないが，ここで言及する批
判的論者は，多元主義的準拠枠に与している。
例えば，参加／関与が従業員に資することは否

定しないが，労使どちらの側により多くの利益
をもたらしているのか，あるいは従業員を動機
づけることで経営側は定量化できない利益を上
げようとしているのではないか。そうした問題
意識が，単元主義的準拠枠では欠落することに
なるためである （57） 。 
 　やがて，参加／関与に対するこうした批判
が，その後登場した EE 概念や EE 向上の取り
組みに対しても向けられるようになった。すな
わち，第 1 のような認識（参加／関与は脅威に
直面した経営側の都合で導入されるに過ぎない
との認識）を有する論者の目には，一見斬新な
EE も，何らかの脅威に直面した結果，経営者
が必要に迫られ，またしても権限委譲に着手し
たに過ぎない，そのように映るのである （58） 。
つまり，ラベルを変えただけで本質は，かつて
の参加的手法と変わらない （59） 。当然，参加的
手法がそうであったように （60） ，脅威が去れば
EE 向上の機運もしぼむだろうという冷めた眼
差しを向けることになる。他方で，第 2 の認識

（参加／関与は単元主義的準拠枠に基づいてい
る）を抱く論者の 1 人である Guest（David E. 
Guest）は，一見コンサルタントのように EE
を礼賛，推奨している Purcell（John Purcell）
の寄稿文 （61） から，EE 向上策の単元主義的側面
を読み取り，組織的成果への関心を労使双方が
共有していることを前提にする一方，利害対立
が暗に否定されていることを批判するのであ
る （62） 。 
 　こうした立場を取る論者は，表向き労使双方
のメリットが強調されているものの，EE は従
業員による企業へのさらなる貢献を導き出す手
段に過ぎないとの結論へと至る。「時として心
理的エンゲージメントが行動的エンゲージメン
トと切り離され，そしてまた業績と従業員の
ウェルビーイングがしばしば表明された目的の
中では同等に扱われているにもかかわらず，使
用者の注目を集めているのは前者の業績なので
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ある （63） 」あるいは「個人と組織の結びつきを
強めてコミットメントを高め，モチベーション
を高めることで従業員からより多くの貢献を引
き出すことを目的とし，雇用関係を組織の利益
のために活用しようとする経営の統制下にある
手段とみなされうる （64） 」といった見解がその
典型であろう。所詮 EE という「レトリックは，
従業員がほとんど，あるいは全く報酬を得ず
に，例えば無給の残業などでより懸命に働き，
より多くの労力を費やすという現実を覆い隠
す」ものであり，これによって「使用者が，従
業員が当たり前のように『期待された以上の仕
事をする』よう望むようになり，残業が常態化
し，過剰なパフォーマンスだけが報われる」よ
うな職場状況を常態化させることになってしま
うとの危惧も示される （65） 。すなわち，そうし
た直接的な表現こそ用いないものの，EE を新
たな従業員搾取の手法だと断じているのであ
る。これも，労働の人間化や従業員の参加／関
与を含む，あらゆる人事労務管理並びに HRM
施策に向けられてきたトラディショナルな批判
といえる。 

 2．概念定義や調査・研究アプローチに対する
批判 

 　EE 論に対する批判は，概念の曖昧さや調
査・研究アプローチにも向けられている。前者
として，次のような指摘が挙げられる。エン
ゲージメントが意味するところについてコンセ
ンサスが得られていないことの弊害は，たとえ
多様な定義，境界線，アプローチが用意されて
も解消し得ない （66） 。あるいは，態度的エンゲー
ジメントすなわち WE とこれに行動的エン
ゲージメントを加えた EE を区分することへの
疑念も示されている。両概念には，かなりの重
複が存在することに加え，使用されるエンゲー
ジメント尺度の違いが結果に優位な影響を及ぼ
していなかったことがメタ分析 （67） によって検

証されたことから，両者を分け続けることに意
味はあるのかが問われているのである （68） 。 
 　後者の調査・研究アプローチへの批判として
は，次のようなものが挙げられる。 
 　第 1 に，各種コンサルタント企業によって公
表されている調査結果への疑念である。ひとつ
は，定量的調査の結果について，サンプルサイ
ズの大きさとデータの対象範囲がグローバルな
ことばかりが強調され，方法論の詳細がつまび
らかにされていないことへの苦言である。今ひ
とつは，MacLeod & Clarke 報告書のような政
府刊行物が，コンサルタント企業の自己申告に
よる成功事例報告を検証することもなく評価す
る姿勢に対しての懸念である （69） 。 
 　第 2 に，あらゆる調査が，エンゲージされた
従業員の比率が低いことを表しているにもかか
わらず，圧倒的多数を占めるエンゲージしてい
ない従業員を問題視するかのような調査主体者
の姿勢や調査結果を受けた世間の同様の風潮に
対する危惧である （70） 。 
 　第 3 に，EE 研究がベースとしているポジ
ティブ心理学に対しての批判である。ストレス
やバーンアウトなどネガティブな側面ではな
く，人間の素晴らしい側面に目を向けることを
特徴とするポジティブ心理学の影響を受け，
EE 研究ももっぱらエンゲージの持つポジティ
ブな側面に焦点が当てられることになった。米
国における EE 研究の中心人物である Macey

（William H. Macey） と Schneider（Benjamin 
Schneider）が，彼らの代表的論文において「離
脱，不適応行動，その他のディスエンゲージメ
ント現象に焦点を当てた行動モデルを恣意的に
除外することを選択した （71） 」と明言している
ことは象徴的である。ポジティブな側面に
フォーカスし，ネガティブな部分は捨象すると
いうこうしたスタンスが，様々な弊害をもたら
し得ることを批判的論者たちは指摘する。まず
挙げるべきは，そうした捨象による視野狭窄で
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あろう。例えば，エンゲージしている少数の従
業員の陰で，正当な理由があってエンゲージで
きない圧倒的多数の従業員，そして彼らの経験
は顧みられることがない。さらに，エンゲージ
メント調査の対象はほとんどがフルタイムの安
定した仕事に就いている従業員であり，少なく
とも「プレカリアート」と呼ばれる人々は登場
しない。これらのことは同時に，様々な労働問
題が視野の外に置かれること （72） ，それ故に単
元主義的視点が強化されることも意味する （73） 。
多くの EE 研究が，経済圏の条件，特定産業部
門の条件，特定市場の条件，所有構造やガバナ
ンス制度，さらには組織規模や内部構造などの
文脈的組織条件を無視する形でエンゲージメン
トの前提条件に焦点を合わせるために，これら
の文脈的諸条件が EE 実現にどのような影響を
及ぼしているかが不明瞭であるとの指摘も，視
野の狭さに対する批判に他ならない （74） 。他方
で，ポジティブ心理学が EE 調査の結果を歪め
かねないとの懸念が示されている。すなわち，
エンゲージメント調査の質問項目から，ネガ
ティブな側面を問いただす項目やネガティブな
印象を与える記述を削除するよう調査者が時と
して求められる事例，そもそも調査者自らが自
発的にそうした質問を避けることが多いという
実態が告発されているのである （75） 。 

 3．高度エンゲージメント礼賛／過度なエン
ゲージメント批判 

 　EE の実現や向上を是としつつも，常態的に
高い EE 状態を礼賛する風潮や過剰な EE には
問題があるとする指摘も見受けられる。まず，
無意識での行動や直観的判断の有効性を踏ま
え，常態的に高い EE 度数よりも EE 水準が変
動する状態が好ましいと主張するのが George

（Jennifer M. George） で あ る。 具 体 的 に，
George は，多様な先行研究を踏まえながら，
人間の行動が意志や全体的な心理的反応に基づ

くという前提を否定し，むしろ局所的手がかり
に自動的に反応する形で駆り立てられているこ
とを指摘しつつ，従業員が意識的にエンゲージ
することで仕事を行うという一般的な理解に異
議を唱える （76） 。つまり，従業員は意識的にエ
ンゲージしてというよりも，手がかりに無意識
に反応しながら仕事をすることが一般的だとい
うのである。続けて，George は，人間が意識
下よりも無意識下での方が，膨大な量の蓄積さ
れた知識と経験にアクセスし，異なる情報を統
合できるなど，より優れた能力を有し得ること
を示したうえで，それを根拠に，既存の知識，
スキル，経験群に頼って問題の解決策を考え出
す，創造性を発揮する，複雑なインプットや情
報に基づいて判断する際には，無意識下に近い
低水準のエンゲージメント状態が相応しいこと
を説く。その一方，新たな知識やスキルを習得
する際は高水準のエンゲージメントが望ましい
とする。こうして，常態的に高い EE よりも高
いレベルと低いレベルを交互に繰り返す EE が
優位であることを主張するのである （77） 。最後
に，George は，高水準のエンゲージメントに
よって従業員が負うことになるコスト，すなわ
ち時間やエネルギーを認識する必要性を指摘
し，高い EE をあたかもバラ色のように描く見
解を批判するのである （78） 。 
 　こうしたコストやその弊害を踏まえ，過度な
EE を問題視する論者は多い。例えば，島津氏
らに邦訳され国内の EE 研究に大きな影響を与
えている“Work Engagement: A Handbook of 
Essential Theory and Research”の最終章で，
編者の Bakker（Arnold B. Bakker）と Leiter

（Michael P. Leiter）はエンゲージした従業員
が，自宅に仕事を持ち帰り残業時間が増える可
能性を指摘し「過度なエンゲージメント」の弊
害を認めたうえで，高い WE，とりわけ「没頭」
が健康問題や人間関係上の問題を引き起こす可
能性について評価することを今後の研究課題の
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一つとして提言している （79） 。そもそも没頭が
WE のみならずワーカホリックの経路になり得
る可能性は Schaufeli（Wilmar B. Schaufeli）
らの研究によっても示唆されていたところであ
る （80） 。他方，Macey らも「エンゲージメント
文化が強すぎると，バーンアウト，ディスエン
ゲージメント，その他のネガティブな心理的行
動結果など，悪い結果を招くこともある」可能
性を指摘し，これを「エンゲージメントの暗黒
面」と表現しているのである （81） 。これら欧米
の EE 研究を牽引し，また同時に EE 向上の必
要性を説く有力な研究者やコンサルタントが，
エンゲージメントの負の側面や過剰な EE の危
険性を指摘している事実は重い。 
 　日本においても，Ⅰ章で取り上げた厚労省

『経済分析』が，EE とワーカホリズムの間に
正の相関が確認されること，状況によっては
EE 状態にある従業員がワーカホリズムの状態
に陥りやすい傾向にあることが検証されたと報
告している （82） 。相対的に日本人従業員の EE が
低いとされることは既に確認したところである
が，このようにワーカホリズムへと至る可能性
が見出されたからには，過度な EE が様々な弊
害を生じるという点について，日本も例外では
あり得ない。後述するように，あらゆる立場の
従業員が「期待された以上の仕事をする」こと
を要求される日本において，仮に EE 水準の底
上げがかなった場合，これによって「エンゲー
ジメントの暗黒面」に苛まれるリスクはより高
いのではないかと懸念されるのである。 

 Ⅳ　ここまでの考察から得られる示唆 

 1．3つの所論からの示唆 
 　本稿Ⅱ章において，我が国の EE を検討する
に際して手がかりになると思われる 3 つの有力
な所論，すなわち JD-R モデル（リカバリー経
験概念を含む），従業員による発言機会，心理

的安全性を取り上げた。これらから，どのよう
な示唆が得られるだろうか。 
 　まず，JD-R モデルとリカバリー経験概念に
ついて検討しよう。20 世紀末以降，国際競争
の激化，ICT 技術の急速な発展，これらに対
応するための職務や職場状況のめまぐるしい改
変，近年顕著な人手不足，そして何らかの「成
果」を重視する HRM の普及といった形で，日
本企業内外の環境変化が進んでいることは周知
の事実である。こうした環境の変化は，業務遂
行に伴うプレッシャー，精神的あるいは肉体的
負担，役割の曖昧さや負担度等，仕事の要求度
を引き上げる方向に作用すると考えるのが自然
であろう。厚生労働省『労働安全衛生調査』に
よれば比較可能な 2012（平成 24）年以降一貫
して「職場において強いストレスとなっている
事柄がある」と回答する労働者割合が 50％を
超えているという。こうした事実からも仕事の
要求度の高さを垣間見ることができるのであ
る （83） 。 
 　JD-R モデルが教えるところでは，高水準の
仕事の要求度による弊害を抑制し，WE を高め
るには，仕事の資源や個人の資源を拡充する必
要があった。それでは，日本の職場でこれらの
資源は十分に付与されているのだろうか。仕事
の資源にはソーシャル・サポート（上司や同僚
からの支援），自身のパフォーマンスに対する
フィードバック，上司によるコーチングが含ま
れていた。これが成り立つには，支援，フィー
ドバック，コーチングを行う側に一定程度のゆ
とりがあることが前提となる。つまり，適切な
マンパワーが確保されていることが必要不可欠
なのである。しかしながら，我が国の現状を見
れば，バブル崩壊後の人件費削減を背景に，現
場業務と部下の管理の双方を担うプレイングマ
ネージャーという働かせ方，そして深刻化の度
を増す人手不足のもと 2010 年代頃から，1 人
の従業員に全ての仕事を任せるワンオペレー
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ショナル（いわゆるワンオペ）なる働かせ方が
広く知られるようになっている。要はマンパ
ワーが慢性的に不足している職場が多いのであ
る。先述の，『労働安全衛生調査』2020（令和 2）
年版で，ストレスとなっていると感じる事柄が
ある労働者について，その内容（主なもの 3 つ
以内）を問うたところ，「仕事の量」（42.5％）が，

「仕事の失敗，責任の発生等」（35.0％），「仕事
の質」（30.9％），対人関係（セクハラ・パワハ
ラを含む）（27.7％）などを抑え最多となって
いることもそうした状況を裏付けている。多く
の同僚や上司が自身の仕事に追われ，それがス
トレス源になっている環境にあって，ソーシャ
ル・サポート，フィードバック，コーチングを
期待することは困難であろう。 
 　マンパワー不足は，仕事の資源や個人の資源
の回復，WE 向上を促すとされるリカバリー経
験を阻害することにもつながる。2020 年度の
有給休暇取得率が，過去最高の 56.6％に達した
とはいえ （84） ，完全消化にはまだほど遠く，さ
らに国際比較するとこの取得率は極めて低
い （85） 。そして，こうした状況の背景に「みん
なに迷惑がかかると感じるから」や「後で多忙
になるから」を理由とした有給休暇取得に対す
るためらいが存在することはよく知られてい
る （86） 。他方で，少なからぬ従業員が経験して
いるとされる，持ち帰り残業や休日中のメール
対応も，心理的距離，リラックス，コントロー
ルを損ね，結果としてリカバリー体験を遠ざけ
よう （87） 。 
 　次に，やはり仕事の資源の一角をなす技能の
多様性やキャリア開発の機会は，充実した教育
訓練・能力開発機会を前提にする。日本企業が
従来 OJT と OFF―JT を両輪として，教育訓
練・能力開発に力を入れてきたことは周知の事
実であったが，近年は必ずしもこれら取り組み
に熱心とはいえない。例えば，2006 年まで教
育訓練費が 1,400 円前後で推移していたもの

の，2011 年以降 1,000 円程度で推移しているこ
と，労働費用総額に占める割合も 2006 年の
0.33％から 2016 年に 0.24％に下がっているこ
と，そしてまた，こうした日本の教育訓練費が
国際的に見て低い可能性のあることが指摘され
ている （88） 。より新しい動向を伝える厚生労働
省の調査も，2020（令和 2）年の OFF-JT につ
いて費用支出した企業比率，労働者 1 人当たり
への平均支出額がそれぞれ，前年の 54.9％から
45.3％，同じく前年の 1.9 万円から 0.7 万円に
大幅に減少していることを明らかにしている。
自己啓発支援の労働者 1 人当たり平均支出額
も，2018 年以降 0.3 万円と低位で推移している
という （89） 。こうした動向は，仕事の資源獲得
の機会を従業員から奪うことになるだろう。 
 　今一つ，仕事の資源である良い労働条件も近
年の日本ではおぼつかない。日本の平均賃金が
先進国の中で最低水準にあることは今や常識と
なっている。具体的に，米国ドル換算にすると
日本の平均賃金は 2020 年時点で 38,515 ドルと
なり，トップである米国（69,392 ドル）の半分
程度で，OECD 加盟国平均（49,165 ドル）を
大きく下回り，韓国（41,960 ドル）よりもかな
り低い （90） 。政権与党による，財界への賃上げ
要請がもはや恒例になった感すらある。一方，
バブル崩壊後に進められた雇用の非正規化や，
希望退職の募集をはじめとするいわゆるリスト
ラに加え，最近では限定正社員や雇われない働
き方が注目されるなど，安定した雇用の対象が
次第に狭められつつあることに疑う余地はな
い。総じて，良い雇用条件という仕事の資源も
日本では細って来ているといわねばならない。 
 　仕事の資源として，最後に，仕事における自
律性を取り上げよう。これは，仕事の質を決定
的に左右する要素である。既述のように，『労
働安全衛生調査』2020（令和 2）年版によれば，

「仕事の質」がストレス源だとする回答が
30.9％で 3 番目に多い。この事実から，少なく
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ない従業員が自律性に不満を持っていることが
推測される。とはいえ，この仕事の自律性とい
う資源の多寡に関して断定することは控えた
い。業種，職種，雇用形態によって仕事の自律
性は千差万別であることはいうまでもないとこ
ろだが，日本の雇用が仕事内容を細々と定義す
るようなジョブ型ではない事実，あるいは日本
の製造業企業においては，下位層であっても積
極的に PDCA サイクルを担うべく動態的な課
業に従事しているという事実 （91） を思えば，日
本的雇用慣行にあって仕事の自律性は相対的に
恵まれている可能性を否定できないからであ
る。このように，日本において仕事における自
律性が，他の資源ほど明確に欠落しているとは
いい難い。 
 　他方，楽観性，自己効力感，レジリエンス，
自尊心といったポジティブな心理状態を意味す
る個人の資源について日本はどのような状況で
あるのか。これについて，日本人従業員の心理
状態を国際比較した研究成果を筆者は寡聞にし
て知らない。しかしながら，満 13 ～ 29 歳の若
者を対象とした意識調査の国際比較で，日本人
の若者の自己肯定感（自分自身に満足してい
る，自分には長所がある）が群を抜いて低いこ
とを踏まえれば楽観視はできないだろう （92） 。
加えて，民事上の個別労働紛争相談件数の内容
として，いじめ・嫌がらせが激増し，2012 年
度から 2020 年度にかけて 9 年連続 1 位だとい
う事実も （93） ，日本人従業員が有する個人の資
源について不安を抱かせる大きな要因となる。
被害者の自己効力感や自尊心が奪われるであろ
うことが想像に難くないからである。 
　以上，JD-R モデルに基づき，昨今の日本の
職場について駆け足で考察した。控えめに述べ
ても，日本人の EE が低水準とされることの原
因の一端が仕事の資源や個人の資源の乏しさに
求められること，したがってこれらを拡充する
ことが日本企業の課題になることは明らかであ

る。では，どのような取り組みが求められるの
か。仕事の資源についていえば，従業員満足を
指向する洗練された体系的 HRM が有効な対策
となる。具体的には，1）革新的雇用慣行（採
用試験を用いた慎重な採用，雇用保障，内部昇
進），2）革新的作業慣行（職務拡大・拡充，ジョ
ブ・ローテーション，チーム制度，クオリティ・
サークル，総合的品質管理，提案制度），3）革
新的報酬慣行（相場より高水準の賃金，業績・
技能・能力・貢献度などと連動した変動給／奨
励給，利潤分配制度，従業員持株制度），4）充
実した教育・訓練機会の付与，5）革新的労使
関係慣行（労使間での情報共有，地位的格差の
縮小＝シングル・ステイタス化，態度調査，苦
情処理手続，労働組合や従業員側代表による意
思決定参加）といった諸慣行をシステムとして
導入することである （94） 。欧米では，高業績作
業システム（H i g h  P e r f o rm a n c e  Wo r k 
Systems：HPWS）や高度関与型作業慣行（High 
Involvement Work Practices：HIWP）と呼称
されるこうした HRM システムの導入こそが，
EE の前提となるのであり，EE と HPWS・
HIWP はもはや同義だとする論者も存在する
ほど両者は密接な関係を有するとされる （95） 。
前出『経済分析』2019 年版も，EE 向上を果た
すために先進的な HRM の実施を推奨している
ことは先にも述べたが，より詳細に見れば，仕
事の資源に相当するものとして，以下のような
雇用管理を提唱する。すなわち，「人事評価に
関する公正性・納得性の向上」，「本人の希望を
踏まえた配属，配置転換」，「業務遂行に伴う裁
量権の拡大」，「優秀な人材の抜擢・登用」，「能
力・成果等に見合った昇進や賃金アップ」，「労
働時間の短縮や働き方の柔軟化」，「有給休暇の
取得促進」，「仕事と育児との両立支援」，「従業
員間の不合理な待遇格差の解消（男女間，正規
雇用労働者・非正規雇用労働者間等）」等がそ
れである。そしてまた，これらが WE スコア
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と統計的に有意な相関関係にあることが検証さ
れてもいる （96） 。これらの雇用管理は概ね，
HPWS を構成する諸慣行と合致するものであ
る。他方，経団連による前出『委員会報告』の
掲げる EE 推進策のうち，「自主的・主体的な
業務遂行力」，「働き手の自律的なキャリア形成
支援（社内公募制やキャリア面談の実施，デジ
タルスキル・リテラシーの向上支援，リカレン
ト教育の推進等）」，「公正な人事・賃金制度の
構築」，「安全・安心，健康の確保（長時間・過
労防止等）」，「育児・介護・病気治療と仕事の
両立支援」は HPWS 諸慣行と合致もしくは通
底するものとみなせよう。
 　ところで，HPWS 概念の生成には，いわゆ
るリーン生産論の進化とリーン生産方式を支え
る HRM 諸慣行が欧米で広く認識されるに至っ
たことが深く関与している （97） 。つまり，欧米
企業が日本的生産方式や日本的人事労務管理か
ら着想を得て HPWS を考案したとみなし得る
のである。今，EE 向上のため日本企業がその
HPWS に向き合う必要性に迫られているとす
れば，失われた 20 年，30 年の迷走ぶりを EE
は図らずも浮き彫りにしているといえよう。 
　以上のように，JD-R モデルは，仕事の資源
拡充に主眼を置いた HPWS 推進の必要性を教
えてくれた。それでは，従業員による発言を
EE 促進要因として捉える言説はどのような示
唆を与えてくれるのだろうか。既に見たよう
に，英国では，従業員が建設的にエンゲージ
し，自主的に努力するために，換言すれば，労
使双方に資する EE を実現するために，発言す
る機会を保障する必要があるとの認識が広く共
有されている。しかも，それは独立した発言，
真正な従業員による発言でなければならないと
される。けれども，何故に，独立した真正の発
言が理想的な EE には必要なのか。これについ
て，こうした言説を普及せしめた MacLeod & 
Clarke 報告書は明確には答えていない。本稿

Ⅲ章で取り上げた，批判的論者たち（彼らもま
た独立した従業員の発言機会を重視している）
の見解を踏まえつつ推論すれば，それは EE を
促進する条件や EE によるベネフィットの分配
を確保するため，他方で，逆に先に触れた「エ
ンゲージメントの暗黒面」に象徴される EE に
伴って生じ得る諸問題を回避するために，独立
した，真正の，従業員立場からの発言が不可欠
だからであろう。例えば，仕事の資源やそれを
もたらす HPWS について，従業員が関与しな
い形で経営側の一存によって付与あるいは実施
されたなら，それはパターナリズムということ
になる。パターナリズムによってもたらされた
恩恵が脆弱なものであることは歴史が証明して
いる。仕事の資源を確実に，願わくは権利とし
て手にするために従業員は発言し，それに関わ
る意思決定に関与し続けなければならない。経
団連『委員会報告』が EE 向上策として掲げて
いる事柄を例に，より具体的に述べれば，公正
な人事評価，公正な人事・賃金制度の構築，「安
全・安心，健康の確保（長時間・過労防止等）」
の公正さや安全・安心度合いは従業員による忖
度のない発言によってより高まるだろう。同様
に，経団連が推奨する能力・成果等に見合った
報酬や「場所・時間にとらわれない働き方（テ
レワーク，フレックスタイム制，裁量労働制の
活用等）」，「『自社型』雇用システム（ジョブ型
雇用の活用等）」」も従業員のチェックと発言が
なければ却って危険な方向に向かいかねない。
このように，従業員にとって得るところのある
EE を実現するため，独立した真正の発言が不
可欠である。このことを，労使双方が認識する
必要がある。とりわけ，日本における企業別労
働組合の執行部が，あるいは労使協議制に臨む
従業員代表が真正の発言を行っているかどうか
が問われている。
 　最後に，心理的安全性概念から得られる示唆
を考察しよう。従業員が，皆，安心して意見を



128 第 22 巻　第 4 号

述べられるような職場環境を意味する心理的安
全性は，EE と正の相関関係にあるということ
であった。この心理的安全性は，近年にわかに
注目されるようになった概念であるため，この
観点から日本企業の職場をどう評価できるの
か，諸外国に比べてどのような特徴を有するの
かなど，今後，実態調査の蓄積が待たれる。と
はいえ，乏しいマンパワーで高いノルマを課せ
られることを背景に，若手従業員が上司の存在
を恐れているという実状や （98） ，先に見た通り，
いじめ・嫌がらせが激増しているという事実を
前にすれば，心理的安全性と真逆の職場環境が
少なからず存在することが予見される。このよ
うな職場は心理的安全性を云々する以前の話で
あり，まともな職場への改変が進められねばな
らない。あるいはまた，生活態度としての能力
までも含んだ幅広い能力が厳しく審査される日
本の独特な人事考課も （99） ，被考課者を萎縮さ
せ心理的安全性を毀損しかねない （100） 。人事考
課の対象と影響の限定化，さらには米国の主要
大企業で 2010 年代以降見受けられるように
なったという社員個人の年次評価段階づけの廃
止（ノーレーティング）や，分布率に基づく相
対評価の廃止（ノーカーブ）といった取り組み
も参考に値するだろう （101） 。以上の試みには，
従業員による発言機会，とりわけ労働組合の関
与が期待されるところである。 

 2．批判的諸見解が示唆すること 
 　Ⅲ章では，EE に関する批判的見解をトラ
ディショナルな批判，概念定義や調査・研究ア
プローチに対する批判，高度エンゲージメント
礼賛／過度なエンゲージメント批判の 3 つに分
けて概観した。日本における EE を考察するに
当たって，こうした批判的見解からはどのよう
な示唆を得られるのか順次検討していこう。 
 　トラディショナルな批判とは，労働の人間化
や従業関与を含む従来のあらゆる人事労務管理

／ HRM 施策がそうであったように EE 施策も
従業員からより多くの労働力を絞り出すための
試みであり，そのため，労使の対立的側面を隠
蔽しながら，仮初めの権限委譲を行っているに
過ぎない。突き詰めれば，このような指摘であっ
た。これをもはや手垢のついた見解と片付ける
ことは簡単だが，それで良いのだろうか。 
 　労使に win-win な結果をもたらすと喧伝さ
れる EE 施策が，そうした理想的な有り様から
かけ離れた使用者側の利益に偏った取り組みに
なり得る。労使双方がこのような可能性を意識
すること，そしてそうならないよう緊張感を
持って EE 施策の運用に当たることには実践的
な意義がある。既述のように，EE を推進する
立場にある研究者やコンサルタントが過度な
EE の弊害を認めているからには，その意義は
決して小さくない。 
 　トラディショナルな批判には学術的な意義を
見出すこともできる。EE 研究に限らず，HRM
研究や雇用関係研究の領域における単元主義的
準拠枠の優勢は明白であるが，とりわけ心理学
者や組織行動論者によって先導されてきた EE
研究は，その傾向が顕著である。この単元主義
的準拠枠に基づけば，相互利益の実現，そのた
めの労使協調と組織メンバーによる高度なコ
ミットメント等々，エレガントなストーリーを
紡ぎやすい。もちろん，こうしたポジティブな
認識枠組みを全否定する必要はないが，これに
とらわれ過ぎては，視野狭窄に陥ることになり
かねない。このことに関連し，HRM 研究は，
単元主義を脱して，多元主義へ，しかも単なる
労働重視の多元主義ではなく，CSR（企業の社
会的責任）を重視した一層多元的な多元主義へ
シフトするべきであり，現に，英国の HRM 研
究にそうした潮流が見出されるとする指摘があ
る （102） 。EE 研究についても同様の発想が求め
られよう。すなわち，現行のように，従業員と
作業の関係にミクロ的焦点を当て，仕事のモチ
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ベーション問題の原因と解決策双方として「個
人」に大きな優先順位を与えるのみならず，よ
り広範な制度的な雇用問題（公正さ，生活賃金，
フルタイム契約，給与水準，平等，法的保護，
組合の役割など）を視野に入れていく必要があ
る。そうした脱皮を図ることができなければ，
EE 研究は「単なる一過性の経営的・思想的な
気晴らし」とみなされかねない。現状の視野の
狭い EE 論には，こうした警鐘が鳴らされてい
るのである （103） 。このように，トラディショナ
ルな批判は，多元主義的な視点を保ち続けるこ
との必要性，そして長い目で見ればそうした視
点が EE 研究の発展に資することを教えてくれ
る。 
 　続く，概念定義や調査・研究アプローチに対
する批判は，EE の概念定義についてコンセン
サスが得られないこと，EE の調査手法が不明
瞭であり，また時に誘導的であること，そして
ポジティブ心理学の影響が大きいあまり EE 研
究の視野が狭いことを問題視する。このうち，
視野が狭いことの問題については既に論じたの
で，ここでは繰り返さない。定義が多様である
ことは，それだけ多くの論者が EE に関心を
持っていることの裏返しでもあるため，致し方
ない面もある。しかしながら，細部にこだわる
あまりコップの中の嵐になっては建設的とはい
えないうえに，先に論じた視野の狭窄を促しか
ねない。本稿が，WE と EE の違いに敢えて目
をつぶり論じているのもそうした問題意識によ
る。他方で，調査の客観性を担保するには研究
者・実務家・政府機関の 3 者共同による広範で
体系的な EE 調査の実施が有効なのではない
か。この点，かつて英国で実施されていた一連
の職場雇用関係調査（Workplace Employment 
Relations Survey）が良いモデルになるだろ
う （104） 。いずれにせよ，これらの批判は，より
信頼度の高い調査の必要性，そしてやはりより
広い視野から EE 研究を進めることの必要性を

再認識されてくれる。 
 　最後に，高度エンゲージメント礼賛／過度な
エンゲージメント批判は，無意識下に近い低エ
ンゲージメントの優位性を説きつつ，常に高い
エンゲージメント状態が望ましいとは限らない
こと，むしろ過度なエンゲージメントはワーカ
ホリック，バーンアウト，ディスエンゲージメ
ントといった問題を引き起こしかねないことを
指摘していた。 
 　前者の高度エンゲージメント礼賛批判が重視
する無意識状態，すなわち低水準のエンゲージ
メントが有するという優位性から得られる実践
的含意は，業務遂行のプロセスに，そのような
状態にあることを許容するゆとりを組み込む必
要性であろう。クリエイティビティが求められ
る仕事に就く者ほど，WLB が重要だとする見
解はいわれなき理想ではない。もちろん，こう
した批判を展開する論者は，高度エンゲージメ
ントを否定しているわけではない。そうではな
く，低いエンゲージメントと高いエンゲージメ
ントのバランス，つまりメリハリのある働き方
が大切だと説いているのである。同時に，高い
エンゲージメント状態については長期的に，従
業員やその家族にどのような影響を及ぼすのか
検証することが必要であるとしている （105） 。こ
れは，EE 推進に携わる者，そしてそれを推奨
する立場にある者が心がけるべき指摘であろう。 
 　他方，後者の過度なエンゲージメント批判
は，とりわけ日本において注視すべき言説であ
る。度々言及してきたように，慢性的なマンパ
ワー不足，全従業員を対象とする人事考課，厳
しいノルマなどを背景に男性正規従業員を中心
として多くの日本人は「期待された以上の仕事
をする」ことに熱心であるからに他ならない。
国際比較で EE 度数が極めて低いにもかかわら
ずよく働いている日本人従業員が，過度な EE
状態に置かれた場合ワーカホリック，バーンア
ウト，ディスエンゲージメントに陥るリスクは
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大きいのではないかと懸念されるのである。し
たがって，EE 向上策を推進するに当たって，
企業は，適切な人員配置と労働時間管理を実施
すると同時に，平行してワーカホリックな従業
員を称えるような職場環境を見直し WLB 実現
を重視する等，働き方をめぐる企業風土の検討
を進めていくことも必要だろう （106） 。あくまで
目指すべきは，「持続可能なエンゲージメント」

（Sustainable Engagement）でなければならな
い （107） 。そして，これら対策の着実で継続的な
履行を図るには，労働組合等を介した従業員の
発言とチェックが有効であることはいうまでも
ない。 
 　以上，本章での考察を踏まえれば，日本企業
の EE 構築・向上に向け次のような課題を析出
できる。第 1 に，仕事の資源の拡充を強く意識
しながら（これには従業員を萎縮させている人
事考課の見直しも含まれる）HPWS を実践す
ることである。第 2 に，企業業績にのみ資する
偏った EE，過度な EE を回避するため，独立
した真正な従業員による発言機会を確保・保障
することである。 

 おわりに 

 　ここまで，国際的に低いとされる日本人従業
員 EE 度数の背景，並びにそうした状況を脱し
て EE 向上を図るための方途を明らかにすると
いう課題を設定し，JD-R モデル，従業員によ
る発言機会，心理的安全性考察の 3 つの所論，
並びにトラディショナルな批判，概念定義や調
査・研究アプローチに対する批判，高度エン
ゲージメント礼賛／過度なエンゲージメント批
判の 3 つの批判的見解を手がかりに考察を進め
てきた。日本人従業員の EE が総じて低い水準
にとどまっている理由としては，仕事の資源と
個人の資源の不足を見出した。さらに，こうし
た状況を改め EE を向上させるには，仕事の資

源拡充を中心とした HRM の整備（HPWS の
実践）を進め，持続可能なエンゲージメント構
築を図っていくことが課題であるとの見解を示
した。その際には。適正な資源の付与とベネ
フィットの分配を担保するために従業員による
発言機会が機能することも必要となる。これが
本稿の結論であり，こうした取り組みが日本型
EE マネジメントモデル構築の要諦となるもの
と考える。 
 　振り返ってみれば，こうした資源の手厚い付
与は，リテンション・マネジメント，タレント・
マネジメント，WLB の推進など，近年の
HRM のトピックというべきテーマにおいて決
まってその必要性が指摘されてきたところであ
る。その意味で本稿の結論には特段目新しさは
見出せないが，このことは，こうした理想的な
管理や施策の実現が，実際の企業経営において
容易ならざることを浮き彫りにさせている。そ
して，ここに，HRM 研究が多元主義的準拠枠
を保持すべき根拠を確認することができるので
ある。 

 付　記
　本研究は JSPS 科研費 18K01859 の助成を受
けたものである。  
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